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1. の と目

年 子高齢化と人口 に う大都市郊外の過

化が 行しており 人口構 の な高齢 への りが

報告されている 1)。 このような郊外住宅地に対し 多 性

を 保した人口構 を 持するための人口 時代の住

宅地計画が められていると考える。 そこで 本研究では

い く人口 ・ 過 化を経 した先行事 として

住宅地をはじめとする社宅 を取り上げる。

これまで建築学の分野において 住宅地の ・

に う変 過程について多くの研究が 積されてき

た。 の 地域を対象に公的住宅団地に着目し

た上でその 整備について論じた今野 ・ 谷 の一連の

研究 2)-8) の 住宅地を対象にその ・

過程を整理し 居住者の住宅改 意 から今後の整備

計画について考 した本田 ・ 井 の研究 9  10 知地域

と 地域を対象に地域 策に う市 地整備の い

について 考 をした瀬戸口 の研究 11) 知地域と
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   In Japan, population decline and aging population are problems in residential suburbs. We focus on 
company housing areas including coal mine residential areas as advanced areas of shrinking. This study 
aims to clarify the relationship between the company housing area change and population structure. 
We traced the transformation of company housing area by maps and researched population structure by 
questionnaire data of national census. Through this study, we can suggest that it is important to combine 
multiple methods, redevelopment, construction of public houses and so on instead of a single approach. 
In addition, the methodology of this study using questionnaire data of national census is useful for rural 
governments to analyze current situations of cities for housing policy.
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地域を対象に 地域 政策の評 を行うとともに公

的住宅地区の 状分析から住環境改 方策を した内

田・ 口の研究 12) の 地域を対象に地 ベー

スでその都市変 を分析した 者を含 谷口 の研究 13)

が げられる。

しかし これらの研究では に自 体など 的広域の

地域を対象に 住宅地の変 過程について論じられて

おり 区レベ での 体的な住宅地変 過程について

は 分に扱われていない。 さらに これらの研究では広域

の地域での人口 移や 地区の高齢化率 の居住者層

に関する分析が行われているが 住宅地変 に う人

口構 の経年変化については 分な分析が行われていな

い。 人口 社会における住宅地の持 可能性や を

野に入れた住宅地計画のためには住宅地計画手法とそ

れに う 体的な人口構 の 移を合わせて 論すること

が必要であると考える。

また建築学の分野において 人口構 の変 について
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も多くの研究が 積されている。 千葉 市を対象に住宅

種別 の人口構 や高齢化率 居住世帯 率 の

経年変化を明らかにした ・ 大月の研究 1) 都営住宅を

対象に居住人口 と家族 類 の経年変化を明らか

にした上野の研究 14  15 規開 住宅地を対象に居住者

人口構 や家族類 の構 の経年変化を分析した長

の一連の研究 16)-19) 区画整理事業地区を対象に住宅

地 成過程と住宅種別人口構 の 移を分析した長

の研究 20 計画的にコントロー されておらず過 10 年

間大きな変 を経 していない成 した 成市 地を対

象にその人口構 や平均 年齢 の実態を明らかにし

た上野 ・ の研究 21) がある。 しかし 研究 1,14,15

では特定の住宅種別 の変 に着目しており 体的な

住宅地変 と対応させた人口構 の経年変化については

分析が行われていない。 研究 16-19 でも住宅地 成

を考慮しているものの開 住宅地という特定の住宅種別に

った地域を対象としている。 また 研究 20 では住

宅地 成過程と人口構 の変 を分析しているが 住宅

種別割合の変 や地 ベースでの分析といった 体的な

住宅地変 の分析がなされていないことに え 人口構

の経年変化については 10 年 どの 期間での分析に

まっている。 さらに 研究 21 は住宅種別の人口構

が分析されているものの経年変化についての分析は

分でなく また住宅地変 の ない地域を対象としている

点で社宅 の変 を扱う本研究とは立場が異なる。

以上を まえ 本研究では 目単位の小地域を対象

に人口 下での社宅 における 体的な住宅地変 を

えるとともに それに う住宅種別 そして人口構 の

経年変化を明らかにする。 目単位で 成長時代では

なく人口 下での社宅 の変 過程を整理する点 そ

してそれに う住宅種別 ・ 人口構 の経年変化を分析す

る点が本研究の特 である。 そして 「社宅 の存在が地

域の計画 として機能し その変 が多 性を 保した

住宅種別の構成に寄 した上で 当該地域における り

の小さい人口構 を 成し得る。」 という を検 する。

以上により 今後 を える住宅地において多 な人

口構 を 持するための住宅地計画に対する知見を得る

ことを目的とする。

2. 

2-1.

文献 から 業の 史 22) と 口の位 23) 大 田

市人口 ・ 業 数 ・ 年間 の 移 24 - 26 を調査

した。 また ンリン住宅地 27  28 と国 調査調査区地
29) から 井系 業の社宅の分 と変 を調査した。 さ
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らに 開 可申 データ注 1 を用いて戸建住宅地開

の と時期を調査した。

住宅種別と人口構 の変 は 公開されている国 調

査の小地域集計と調査区単位集計 30 -32  に えて 国

調査の調査 情報注 2 をもとに分析した。 これによりこれま

での 者らの研究 33) では 国 調査の調査区単位集計

と小地域集計の公開 の制約注 3 から な分析ができ

なかった 2005 年以降についても調査区単位集計を用いた

分析が可能となった。 体的には 1980,2000,2015 年につ

いて独自に住宅種別の年齢 5 歳 別人口を集計するこ

とでより に人口構 の変 を考 した。

また小地域単位 目単位 で分析するにあたり 調

を 的 の
の と る の

に る に する

表 1 年表注 9
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査区を 数組み合わせることで注 4 1995 年国 調査より

用いられている小地域単位に集計し直し分析した注 5 。 これ

により 社宅 地を開 してできた持 家とそれ以外の一

般の持 家 より な属性別に人口構 を分析した。

住宅種別について 1975 年は公開されている国 調査

の調査区単位集計により調査し 1980-1990 年は調査

情報を集計することで調査し 1995-2015 年は公開されて

いる国 調査の小地域集計を用いて調査した注 6 。

小地域の人口について 1975,1985,1990 年は調査区

単位集計により 1980 年は調査 情報により 1995-2015

年は小地域集計により調査した注 7 。 高齢化率について

1980,2000,2015 年全てについて調査 情報から算 した。

2-2. 対象

調査対象地として 大 田市 A 1

目 ・ 2 目 D 2 目 注 8 を選定した。

選定の際 在の社宅 地の 子からそれ れ異なる

住宅地変 を経 していると考えられること 社宅が 分

多く立地していることを考慮した。 また 1 目につ

いては社宅が立地していた地域に対して社宅が と ど立

地していなかった地域として を行うために選定した。

大 田市は 1889 年に始まる 井による 業 1 と

その副次 業で し 市内全域に 井系 業の社宅

が立地していた。 1960 年の人口集中地区 34) から社宅

を中心に市 地が 成されたと考えられる 1 。 しかし

ー に う 業の とともに ・ 人口

が し 2 時に社宅の数も に している

3 。1997 年に を え 1 2015 年時点の人口が ー

ク時の半分程度と な過 化が 行している。

3. の とその変

3 では 1976 年における社宅 の立地と 2018 年にお

ける社宅 の状況を地 ベースで することで 地区

の社宅 の変 過程を分析した。 体的には社宅という

単一住宅種別がどのような住宅種別 戸建住宅 営

家 公営住宅 に変 したのかに着目し 分析を行った。

ベースマップとして map own  2013/2014 年度 35) を

用い 1976 年の 地区の 子は 55 年度国 調査

調査区地 29) 1976 年 をトレースすることで作 を

行った注 12 。 2018 年における社宅 の状況については

ooglemap36) をトレースすることで作 した。 また 戸建住

宅地開 の時期や については開 可申 を用いて

調査 作 した。 ただし 1976 年と 2018 年ともに社宅

が立地せず特に大きな変化がない地域についてはベース

マップから 集を行っていない。

3-1. 4

1976 年 部の 業地帯に く 内の す

ての住宅が社宅であった。

2018 年 後も 井 の社宅として 用され

けた。 2010 年代に全域が一 に開 され 共 建ての

営 家を含 戸建住宅地となっている。

3-2. 4

1976 年 部に位 し 井系 業に限らず社宅

が多く立地していた。それ以外の一般住宅も立地していた。

2018 年   社宅 地に多くの公的な住宅注 13 が建設さ

れ 一部 戸建住宅や共 建ての 営 家の建設が行

われている。

3-3. 1 目 5

1976 年 社宅は と どなく 一般の住宅地であった。

2018 年 1976 年から大きな変化は見られない。

3-4. 2 目 5

1976 年 1975 年以 は全域が社宅 であったが 一

部の地区で社宅の 下げが行われ注 14 戸建住宅地化が

でいることが確認できる。 それ以外の地域では多くが

社宅として存 している。

2018 年 1980 年代に戸建住宅地開 が行われた。

下げが行われた地域では社宅である長 が一部 存して

いるが 時に建 えと 営 家の建設が行われている。

3-5. 2 目 6

1976 年 1976 年時点で に社宅 の一部で戸建住
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4 1976 年の ・ に ける 分 と 2018 年の様子注 9
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宅地開 が行われている。 社宅が存 している地域では

社宅の が行われた後の き地が確認できる。 それ以

外の一般の住宅も多く立地している。

2018 年 1974 年と 1981 年に開 可の申 がなされ

社宅 全域が戸建住宅地に変 している。 それ以外の住

宅地では大きな変化は見られない。

3-6. 6

1976 年 全域に社宅 が立地していた。

2018 年 1980 年代に社宅 の大部分が戸建住宅地と

して開 された。 年になって 社宅 地 にクリニック

や 護 き有 人 ーム サー ス き高齢者向け住

宅など医療 施設が多く建設されている。 また 井系

業の社 が たに社宅 地に建設されている。

4. の 別割合と の変

4 では まず国 調査の調査区単位集計 び調査

情報を用いて 3 で した 地区の社宅 の変 に う

住宅種別割合と人口の変 を分析した。 体的には国

調査の調査 情報を用いて住宅種別の年齢 5 歳 別

人口を集計することで 住宅種別の変化に対応する人口

構 の変 を調査した。 さらに 国 調査の調査 情報

には調査区 号データが含まれているため 社宅 地を

含 調査区とそれ以外の調査区といった分類を行い集計

することで 社宅 地に建てられた持家とそれ以外の持家

を分けて集計する より な調査を行った。

以上の手法により 社宅 の変 が 地区の人口構

の多 性に える影響について分析を行った。

4-1. 7

住宅種別 2005 年まで と どが社宅だったが 2005

年以降に戸建住宅地開 が行われたことによって

全ての社宅が持 家と 間 家に き わっていることが

わかる。 人口は が した 1997 年以降の 2000 年か

ら に している。 その後 住宅開 の影響で 2015

年に人口が に している。

人口構 1980 年は 45-49 歳と 0-4 歳 2000 年は

40-44 歳と 10-14 歳に人口の ークがある。 これは A

の住 の 全てが社宅に住 業 とその家族であり

社宅という期限と面積が限られた居住環境では 3 世代 居

は困難である上 転勤により社宅に住 でいる家族が多

かったためであると考えられる。

2015 年は 35-39 歳と 0-4 歳に人口の ークがあり 人

口構 に りが生まれている。 その内 から 間 家に

対し 持 家で特にこの傾向が いことがわかる。 これは

戸建住宅に子持 夫 世帯が一 に流入したことが 因

であると考えられる。 この 象は の研究 1) でも さ

目 目
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れており 今後 な高齢化が 行すると される。

4-2. 8

住宅種別 1980 年から社宅の割合が し 時に

公的な住宅の割合が していることがわかる。 一方で

間 家と戸建住宅の割合は 一定である。 人口は

1975 年から単調に している。

人口構 1980 年は社宅に 業 とその家族で構成

されると考えられる世帯が多く居住している。 一方それ以

外の一般住宅地にある 間 家と持 家には若年世代か

ら高齢者まで 広く居住している。

2000 年には社宅の人口が し 公的な住宅に若い世

帯が流入しているが 社宅以外の持 家では高齢化が

行している。 2015 年では公的な住宅で若 高齢化が 行

しているが 社宅と社宅 地を開 した持 家には若い世

帯が流入している。 それ以外の持 家ではさらに高齢化が

行している。 その結果として りの小さい人口構 が

成されている。

4-3. 1 目 9

住宅種別 1975 年から 2015 年まで住宅種別の構成は

一定である。 持 家の割合が高い。 人口は単調に

している。

人口構 1980 年は 45-49 歳に ークがある。 住

の多くが持 家に居住しており 若年世代から高齢者まで

広く居住している。 その後人口の ークは持 家世帯の

高齢化とともに 1980 年に 65-69 歳 2015 年に 70-79 歳

と高齢 に移行している。 高齢化している世帯には 持家

世帯に えて 住宅種別が 「その ・ 」 となってい

る世帯が多い。 これは住宅種別割合で用いられている一

般世帯に含まれない施設などに住 世帯で 1 目

に立地する 施設の世帯であると考えられる注 16 。 間

家には若年世帯 高齢者ともに居住しているが割合とし

て小さく 住宅種別の構成に変化がないまま持家 ・ 施設

の世帯がともに高齢化し りのある人口構 となっている。

4-4. 2 目 10

住宅種別 1980 年まで 30-40 程度の世帯は社宅あ

るいは寄 の居住者であったが その後 下げと戸

建住宅地開 によって社宅の割合が し 持 家と

間 家の割合が している。 一時的に寄 その

の割合が しているが注 17 2015 年には寄 に住

世帯が し 持 家の割合が相対的に している。
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C 町 1丁目 1980 年 高齢化率：16.3% 2000 年 高齢化率：34.4% 2015 年 高齢化率：53.8%
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A 町 1980 年 高齢化率：2.4% 2000 年 高齢化率：1.5% 2015 年 高齢化率：14.5%
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人口も戸建住宅地開 がされた後の 1990 年に一時的に

しているが その後単調に している。

人口構 1980 年は 25-29 歳と 50-54 歳に ークが

あり やや高齢 に傾いている。 これは 社宅には 45-49

歳 後の夫 とその子どもが居住し 社 にそれより

も若い世帯が居住している一方で 下げが行われた地

域で高齢化が 行していることが 因であることがわかる。

2000 年は 25-29 歳と 45-49 歳 70-74 歳に ークがある。

これは 戸建住宅地開 が行われた地域の持 家と社

間 家に若い世帯が居住している一方で 下げ

が行われた地域でさらに高齢化が 行しているためである

ことがわかる。 2015 年は 2000 年から 3 つの ークが高齢

に移行しており りが生まれている。 しかし 1

目のように 1980 年から住宅種別が変化せずそのまま高

齢化が 行することなく 2000 年から 間 家に住 人

口の割合が し りが若 されている。 これは

下げが行われた地域だけでなく戸建住宅地開 が行われ

た地域の持 家でも高齢化が 行している一方 全ての

社宅が持家に変 せず に 下げが行われた社宅

地に 間 家が建設されたことで 若い世帯が流入したた

めであると考えられる。

4-5. 2 目 11

住宅種別 1975 年時点で 20 程度あった社宅が戸建

住宅地開 によって し 持 家の割合が してい

る。 その後 間 家の割合が し 持 家の割合が

さらに している。 人口は社宅の により一時的に

した後 戸建住宅地開 によって している。 その後

人口は単調に している。

人口構 1980 年では 15-19 歳と 50-54 歳に ーク

がある。 この ークは社宅 地以外の持 家の ークと一

致している。 間 家には若年層から高齢者まで 広く居

住している。 2000 年は 60-64 歳に ークがある。 これは

一般住宅地の持 家だけでなく 社宅 地で戸建住宅地

開 が行われた地域の持 家でも高齢化が 行したため

である。2015年には人口の ークがさらに高齢 に 行し

りのある人口構 となっている。 これは戸建住宅地開

によって社宅が全て持 家に変 したことで 2 目の

ように 間 家に若年世帯が流入せず その持 家で高

齢化が 行したこと さらにその の一般住宅地の持 家

でも高齢化が 行したことによると考えられる。
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D町 2丁目 1980 年 高齢化率：17.1% 2000 年 高齢化率：33.0% 2015 年 高齢化率：46.2%

住宅 の 住宅 宅 の

の 住宅 宅 の 不宅 の戸建

11 2 目に ける 別割合と の変 15

12 に ける 別割合と の変 15

0

200

450

700

900

0

20

40

60

80

100

1975 1985 1995 2005 2015

住宅

0

2

4

6

8

10

12

14

0-
4

5-
9

10
-1
4

15
-1
9

20
-2
4

25
-2
9

30
-3
4

35
-3
9

40
-4
4

45
-4
9

50
-5
4

55
-5
9

60
-6
4

65
-6
9

70
-7
4

75
-7
9

80
-8
4

85
- 0

2

4

6

8

10

12

14

0-
4

5-
9

10
-1
4

15
-1
9

20
-2
4

25
-2
9

30
-3
4

35
-3
9

40
-4
4

45
-4
9

50
-5
4

55
-5
9

60
-6
4

65
-6
9

70
-7
4

75
-7
9

80
-8
4

85
- 0

2

4

6

8

10

12

14

0-
4

5-
9

10
-1
4

15
-1
9

20
-2
4

25
-2
9

30
-3
4

35
-3
9

40
-4
4

45
-4
9

50
-5
4

55
-5
9

60
-6
4

65
-6
9

70
-7
4

75
-7
9

80
-8
4

85
-

C 町 2丁目 1980 年 高齢化率：9.5% 2000 年 高齢化率：27.5% 2015 年 高齢化率：36.1%

住宅 の 住宅 宅 の

建 の 宅 の 不の戸建

10 2 目に ける 別割合と の変 15
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E 町 1980 年 高齢化率：2.9% 2000 年 高齢化率：27.9% 2015 年 高齢化率：48.5%

住宅 の 住宅 宅 の
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4-6. 12

住宅種別 1980 年まで と どの住宅が社宅であった

が その後戸建住宅地開 によって 持 家の割合が

に している。 その後 サー ス き高齢者向け住

宅や 井系 業の社 建設によって 間 家と寄

その の割合が し注 18 持 家の割合は してい

る。人口は戸建住宅地開 により一時的に したものの

1980 年を境に単調に した。 しかし 2010 年から サー

ス き高齢者向け住宅や社 の建設とともに び人口

は している。

人口構 1980 年は 0-4 歳と 30-34 歳に大きな ーク

がある。 これは住 の と どが社宅に居住する 業 と

その子どもであることによると考えられる。 2000 年は 15-19

歳と 50-54 歳に ークがある。 これは 1980 年代に一 に

開 された戸建住宅地に流入した子持 夫 世帯が高齢

化した結果である。 2015 年は 20-24 歳と 65-69 歳と 85-

歳に ークがある。 これらの ークはそれ れ 井系

業の社 が建設され若い世帯が流入したこと 戸建住

宅地開 により流入した世帯がさらに高齢化したこと サー

ス き高齢者向け住宅や ープ ームの建設により高

齢者世帯が流入したことによるものである。 その結果 全

体としていびつで りのある人口構 が 成されている。

5.

本研究では社宅 における住宅地変 と人口構 の関

係性について考 を行い 以下のような結果を得た。

社宅が一部存 し 一方で社宅 地に公的な住宅と

戸建住宅が建設されることでそれ れに若い世帯が流入

し 存の住宅地と合わせて多 性のある住宅種別の構

成となり りの小さい人口構 が 成される 。

社宅の 下げと社宅 地における戸建住宅地開 が

行われた地域では に 下げが行われた地域に 間

家が建設されたことで住宅種別割合の構成に変化が生ま

れ 若い世帯が流入したことで 高齢化がそのまま 行す

ることなく 人口構 の りが若 される 2 目 。

社宅 全域を戸建住宅地として 開 することで

35-39 歳の親と 0-4 歳の子どもが流入し 郊外住宅地のよ

うに人口構 に りが生まれる A 。

社宅 全域で戸建住宅地開 が こった地域では

存住宅地と合わせて持 家の割合が大きくなり 2

目のように 間 家に若年世帯が流入することなく時間

の経過とともに人口が高齢 に移行することで った人

口構 が 成される D 2 目 。

社宅 地を戸建住宅地として開 し 後にサー ス

き高齢者向け住宅 の医療 施設や社 が建設され

た地域では医療 施設と社 にそれ れ った居住

者層が流入し 全体としていびつな人口構 となる 。

持 家の割合が高く 住宅種別割合に変化がない地

域では人口構 の ークがそのまま高齢 に移行し 人

口構 に りが生まれる 1 目 。

結果 や 2 目 の事 では公的な

住宅や 間 家の建設など 社宅 の変 が当該地域

における人口構 の多 性に寄 していることが確認され

た。 しかし A や D 2 目 の

事 では 社宅 が大規模に戸建住宅といった単一用

に変 した結果 あるいは社 や 施設といった特

定の住宅が多く供給された結果 人口構 に りが生ま

れていることが確認された。 一方 社宅が と ど立地し

ていなかった 1 目 の事 では 社宅 が存

在していた上 の事 と して住宅種別割合の構成に

変化がなく それによる人口構 の変化がないために時間

の経過とともに持家 ・ 施設ともに人口がそのまま高齢 に

っていくことが確認された。

これらのことから 社宅 の存在が計画 として機能

し その変 が人口構 の多 性に寄 する事 が確認

され 本研究の 設は実 されたと える。

以上のことから今後 郊外の戸建住宅 ・ 集合住宅団地

に対し 全域の 開 や い下げといった単一の手法

ではなく 戸建住宅地開 や 下げ 公的な住宅の建設

数の手法を組み合わせることが重要であることがわ

かった。 また その際に社 や 施設など特定の居

住者層が流入する住宅のみを供給することは けることが

望ましいと考えられる。 これらの手法により 多 な住宅種

別の構成を 保することで 当該地域の人口構 に りが

生まれることを ことができると考えられる。

また 今回調査 情報を用いて集計 ・ 分析を行ったが

調査 情報は地方公共団体単独でも申 ・ 利用が可能

なデータ 38) であり 本手法は今後 地方公共団体が地域

の実情に合わせた住宅政策を する際の 状分析とし

て有用な手法になり得ると考えられる。

6. の

今回取り上げた事 は 大 田市における社宅 の多

な変 パターンの一部である。 今後 異なる変 を経

した地域においても の分析を行い 考 を重

ることが められる。 また今回 国 調査の調査 情報

から住宅種別の年齢 5 歳 別人口を作成し分析したが

今後住宅種別の家族類 別世帯数や住宅種別の 5 年

の 住地など さらに独自の集計を行うことでさらに な

分析が可能であると考えられる。

住宅系研究報告会論文集 13　日本建築学会　2018.11

－ 271 －



注 1 ： 大 田市 所より 1972-2017 年度 4 月まで のデータを 供い
ただいた。
注 2 ： 統計法 平成 19 年法 第 53 号 第 33 条の規定に基 き 総務
省統計 より国 調査に係る調査 情報の 供を受けた。 供を受けた
年度は 1980 年度から 2015 年度までの 8 年度分である。
注 3 ： 小地域集計は ・ を単位とした集計であり 1995 年から実
施されている。 調査区単位集計は調査区 50 世帯 を単位とした集
計であり 年齢 5 歳 別人口は 2000 年まで 住宅種別 住宅の所有
の関係 は 1990 年までしか行われていない。 これにより 2005 年以降は
地域特性 戸建住宅地開 が行われた地域 下げが行われた地域
別に人口構 を分析することができない。
注 4 ： 国 調査の調査区地 には地 上に 調査区の境 と調査区
号が されており それをもとに 在の小地域 目単位 となるよう
に調査区の組み合わせ 集計作業を行った。
注 5 ： 調査区を組み合わせた小地域と本 の小地域には年度 ・ 地域に
よって若 の を生じることがある。
注 6 ： 3 における大 田市の住宅種別割合と社宅戸数の 移について
は 1975-1990 年は調査区単位集計を 1995-2015 年は小地域集計を
用いて調査した。
注 7 ： 1 中の 2015 年の大 田市の人口 ・ 高齢化率については小地域
集計を 全国高齢化率については参考文献 32 を用いて調査した。
注 8 ： A 1 目 ・ 2 目 D 2 目 目は国
調査における小地域集計の小地域と合致するように選定した。
注 9 ： 「 立 ： 社宅 の変 が居住者人口構 に す影響に関
する研究 - 大 田市 3 地区を事 に -， 日本建築学会関東 部
研究報告集 pp.315-318 2018.3」 より 用 ・ 修正をした。
注 10 ： 参考文献 23,27-29 において 社宅 の が確認できた なも
のについてプロットを行った。
注 11 ： ベースマップとして map own  2013/2014 年度を用いた。
注 12 ： 社宅 の位 については参考文献 27-29 において されてい
る社宅 から特定するとともに 社宅の 的な住宅タイプである長
住宅が確認されるか否かによってその を した。 また その に
際しては参考文献 30 から得られる給 住宅の割合を 的に用いた。
注 13 ： 本研究での 「公的な住宅」 は公営 ・ 都市機構 ・ 公社の賃 住
宅 び 用 住宅を すものとする。
注 14 ： 1975 年国 調査調査区地 で地域全体に立地していた長 は
住宅地 と調査区地 において 「 井東 化学 社宅」 と があ
り 2 目の住宅は全て社宅であったと考えられる。 しかし 1975 年
の国 調査調査区単位集計では 一部の調査区で持 家の割合が大きく
なっており その地区は 1975 年時点で に一部の社宅が住 に 下げ
られていたと できる。 また 調査区地 において全域に長 が立地
しているものの 1975 年国 調査調査区単位集計において社宅と持家の
両方が確認されている調査区があった。 この調査区では 1980 年代の住
宅地開 において半分 どの 所でのみ開 が行われた。 このことから
戸建住宅地開 が行われなかった 所は した地域 開 の
1975 年時点で に 下げが行われていたと できる。
注 15 ： 8,11,12 における 「持 家 元社宅地 」 「持 家 社宅 地
の開 」 は 1976 年において社宅が確認された地域を含 調査区にお
ける持家の人口を す。 ただし 8 において社宅が なく と どが
一般住宅である調査区は含まない。 10 における 「持 家 戸建開 」
は 2 目において戸建住宅地開 が行われた地域が含まれる調査
区における持 家の人口を す。 「持 家 下げ ・ 建 」 はそれ以
外の調査区における持 家の人口を す。
注 16 ： 今回住宅種別の年齢 5 歳 別人口を集計するにあたり 住宅
種別が 「その 」 の人口と 「 」 あるいは一般世帯でない施設など
に住 世帯 の人口を合わせて 「その ・ 」 としたが 1 目
の事 の場合 「その ・ 」 に含まれる人口の内 その 全てが
住宅種別が 「 」 の人口である。
注 17 ： 公開されている国 調査では 1980 年度まで住宅種別世帯数にお
いて 通世帯という区分が用いられている。 この 通世帯には ・ 寄

の単身者が含まれていない。 なお 本研究では 1980 年については調
査 情報から集計を行うことで 1985 年度以降用いられている一般世帯の
区分を用いて 集計をしている。 そのため 1980 年において寄 そ
の の割合が していると考えられる。
注 18 ： 営 家は 「公営・都市 生機構 公団 ・公社の 家」 び 「給

住宅」 でない場合とされており 参考文献 37 サー ス き高齢者向
け住宅 の賃 住宅も該当する。
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